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松本市は、公共工事や市民サービスに係る業務委託など、さまざまな契約（公契約）を締結

していますが、こうした公契約に関する市としての基本方針を定め、市と受託者等との責務を

明確にするとともに公契約の活用を通して、労働環境の向上、地域経済の活性化、市民サー

ビスの向上などを図ることを目的に、「松本市公契約条例」を制定し、令和５年７月１日に施行

しました。

松本市は、平成27年１月「松本市の契約に関する方針（内規）」を定めて以降、建設工

事に係る最低制限価格制度の改正、総合評価落札方式の見直し、社会保険未加入対策への

取組みなど、同方針に基づく事業者の適正利潤の確保や、労働環境の向上につながる制度

改正に取り組んできました。

近年、社会全体として働き方改革が求められているほか、公共サービスを担う地域の事

業者の活力を将来にわたって維持・向上させる取組みなどの必要性が指摘されています。

公契約条例は、公契約に従事する労働者の適正な労働条件等の確保につながるものです

が、労働環境の整備は、事業者側にとっても優秀な担い手の確保や育成、健全で安定した

経営環境につながり、ひいては、地域経済の健全な発展にもつながるものと考えています。

松本市公契約条例を制定しました

Ｑ 市民生活にどんな影響を与えるの？

公契約条例の適用を受ける公契約は、次のとおりです。

⑴ 市が発注する全ての工事又は製造の請負、業務委託、物品の購入その他の契約

⑵ 市と指定管理者が締結する全ての指定管理協定

特定公契約の範囲は次のとおりです。ただし、１者による随意契約は除く。

⑴ 予定価格１億円以上の工事請負契約

⑵ 予定価格（契約期間が１年以下のものにあっては当該予定価格とし、１年を超えるもの

にあっては予定価格を契約月数で除して得た額に12を乗じて得た額とする。）10万円以上の

業務委託契約のうち、次に掲げる業務に関する契約

ア 施設の清掃業務

イ 施設の警備業務（機械警備業務を除く。）

ウ 施設の電話交換又は受付業務

エ 施設の宿日直業務

⑶ 松本市公の施設の指定管理者との協定のうち、公募によるもの

上記の特定公契約の受注者等（元請負者・下請負者）は、特定公契約に携わる労働者等

が安心して働くことができるよう、適正な労働条件が確保されているかどうかを確認する

ため、受注者等に対し、「労働環境報告書」の提出が義務付けられます。

１ 条例の適用範囲

２ 特定公契約の適用範囲
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詳しくは、松本市のホームページをご覧ください。→

【お問い合わせ】 財政部 契約管財課 ＴＥＬ：３４－８３０１


